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旧制度認定者（既設発電所など）に対する
経過措置

認定基準に基づく事業計画の審査について
　新FIT法施行日の前日（2017年３月31日）までに
既に接続契約締結済み（発電開始済みを含む）の案件
については、新認定制度による認定を受けたものとみ
なす、このような「みなし認定」案件については、新
制度での認定を受けたものとみなされた日から６カ月
以内に事業計画の提出が必要、としています。そして
事業計画の提出がない場合は、新認定制度における事
業計画を提出するという認定基準を満たさないので、
認定が取り消される可能性があるが、認定が自動的に
失効することはなく、聴聞という弁明の機会を経た上
で、それでもなお提出されなかった場合に認定を取り

消すことになる、としています。
　また、新FIT施行日までに接続契約をしていない
案件は、原則として認定が失効する、としています
が、経済産業省は４月21日に改正FIT法の施行に伴
い、固定価格買取制度において設備認定を受けた発電
設備のうち、認定失効となる件数は45.6万件、2,766
万kWになるとの推計値を取りまとめ公表しました。

標識の掲示について
　標識に記載すべき項目は「発電設備の区分」「設備
名称」「設備ID」「設備所在地」「発電出力」「発
電事業者名、住所」「保守点検責任者名」「（緊急
時）連絡先」「運転開始年月日」など９項目、標識の
素材は風雨により文字が劣化・風化しないような素材
や加工を施したもの、大きさはタテ25cm以上、ヨコ

報　告   既設発電所にも影響を及ぼす改正FIT法
           自然エネルギー市民の会（PARE）のとりくみ

　改正FIT法が４月１日より施行されました。
　自然エネルギー市民の会は、改正内容を正確に理解するために、近畿経産局の担当者を講師に招き４月25日
に「改正FIT法説明会・勉強会」を開催しました。今回の改正は新しく発電所を作る場合だけでなく、既設の
発電所にも事業計画の提出や標識の掲示、柵塀の設置を求める内容になっています。

①

②

近畿経産局資料「改正FIT法による制度改正について」より
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　報告書によると、「市民・地域共同発電所に取り組む団体の数はおよそ 200団体、
1,028 基となり、2013 年の調査（115 団体、458基）と比べて団体数、発電所数と
もに大幅に増加」、「発電所は太陽光発電所984基、大型の風力発電30基、小型風
車10基、小水力発電４基」、「2013年調査時から風力や小水力がほとんど増加し
ていないのに対して、太陽光発電は倍増。その背景には固定価格買取制度の制定に
よって、太陽光発電事業の採算性の確保ができるようになったこと、また事業の準
備期間が短く、比較的リスクが少ないなどから、市民・地域共同発電所においても
太陽光発電の導入が、顕著に進むことになった」など詳しく分析されています。
（報告書のダウンロードは 、http://www.kikonet.org/wp/wp-content/uploads/2017/05/ccrep-report2016.pdf ）

35cm以上のもの、とされています。「みなし認定設備」
については、経過措置として新制度の施行から１年以
内（2018年３月まで）に掲示すること、としています。

柵塀の設置について
　柵塀の素材は、ロープ等の簡易なものではなく、
フェンスや有刺鉄線等、第三者が容易に取り除くこと
ができないもの、第三者が容易に乗り越えられたり、
柵塀の外部から発電設備に容易に触られたりしない高
さ・距離で設置すること、「みなし認定設備」には経
過措置として新制度の施行から１年以内（2018年３月
まで）に設置すること、としています。さらに、柵塀
の設置が必要な場合に設置をしないと、指導・助言や
改善命令、認定取消しの対象となる、としています。

導入実績の推移

　
　改正FIT法では、上記のように既設発電所にも適
用されるものがあります。法律は不遡及が原則です。
過去のものに遡って適用されると新たな費用負担を余
儀なくされます。
　さらに、すべての「みなし認定設備」所有者に情報
が正確に伝達されるのか、大きな疑問があります。情
報が伝わらないために、既設発電所が認定を取り消さ
れるようなことがあってはなりません。

※詳しくは、資源エネルギー庁「なっ
とく！再生可能エネルギー」参照
http ://www.enecho .met i .go . jp/
category/saving_and_new/saiene/

「市民・地域共同発電所全国調査報告書2016」が公表された。
全国で約200団体、1,028基（89,488kW）の市民共同発電所が稼働

市民・地域共同発電所の
基数と設備容量
発電種別 基数 kW
小型風力 10 7.4
小水力 ４ 1,034.5
太陽光 984 42,206 .1
風　力 30 46,240.0
合計 1,028 89,488 .0

都道府県別導入
実績ベスト10

１ 長野県 353基

２ 福島県 92基

３ 東京都 83基

４ 京都府 50基

５ 愛知県 45基

６ 岡山県 34基

７ 兵庫県 32基

８ 滋賀県 29基

９ 大阪府 28基

10 山口県 27基

（基数）

その他

過去に遡り適用（遡及適用）すべきではない

中村 庄和（PARE事務局次長）


